様式第１号（第７条関係）

　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　　　　　　　様
補助事業者

住　所


代表者名

令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金交付申請書
標記のことについて、下記により補助金の交付の申請をいたします。
記

１　補助金申請額　　金　　　　　　　　円
２　医師派遣理由書（様式第２号）及び関係書類
３　派遣医療機関における事業計画書（別紙３－１）
４　派遣する医師に係る確認書（別紙３－２）
５　当該事業に係る歳入歳出予算書の抄本
６　補助金の振込先
	金融機関名
	銀行　　　　　　　　　　支店

	預金種目
	１　普通　　　　２　当座　　　　３　その他（　　　　　　）

	口座番号
	

	フリガナ
口座名義
	


様式第２号（第８条関係）

　　　　年　　月　　日

（派遣医療機関名）様
派遣受入医療機関

住　所


代表者名


医師派遣理由書
添付資料を添えて、下記のとおり医師派遣理由書を提出します。
記

１　派遣を必要とする理由

２　派遣医師の診療業務（※1）
３　派遣を依頼する期間

年　月　日から　年　月　日まで

４　添付資料
（１）派遣受入チェックリスト（別紙１）
（２）医師の労働時間短縮計画（別紙２）

（３）時間外労働・休日労働に関する協定届（３６協定の写し）
※1  派遣医師の診療科と受入診療科が異なる場合は、派遣受入によってどのように時短計画を進めるかについても記載してください。
別紙１（様式第２号関係）
派遣受入医療機関記入様式
年　　月　　日
派遣受入医療機関名

派遣受入チェックリスト
（派遣医療機関名）が交付申請している令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業補助金について、同実施要綱に規定する下記の要件等を満たしていることを確認しました。
記
· 勤務医の負担軽減及び処遇改善のための責任者を配置している。
· 年の時間外・休日労働が960時間を超えるまたは超える恐れがある医師を雇用している。

· ３６協定において、全員又は一部の医師の年の時間外・休日労働時間の上限が720 時間を超える協定を締結している。

· 医療機関内に多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議を設置し、「医師労働時間短縮計画作成ガイドライン」に基づき、「医師労働時間短縮計画」を作成している。当該委員会等は、当該計画の達成状況の評価を行う際、その他適宜必要に応じて開催している。
· （特定労務管理対象機関のみ）「医師労働時間短縮計画」をG-MISに登録している。
· 派遣医師が従事する業務は、労働基準監督署長の許可を得た宿日直業務のみではない。
· 派遣医療機関と派遣受入医療機関は同一法人ではない。
· 当院から他院へ医師を派遣したことにより生じた人員不足を補充するための医師派遣ではない。
※上記内容を確認の上、□にチェックをお願いします。
別紙２（様式第２号関係）
医師労働時間短縮計画（　医療機関名　）
計画期間　　　令和　年　月～令和　年　月末
対象医師　　　　　科医師　　名
１．労働時間と組織管理（共通記載事項）
（１）労働時間数

科医師（　名）

	年間の時間外・休日労働時間数
	令和　年度実績
	令和　年度目標
	計画期間終了年度の目標

	平均
	時間
	時間
	時間

	最長
	時間
	時間
	時間

	720時間超～960時間以下の人数・割合
	人・％
	人・％
	人・％

	960時間超～1,860時間以下の人数・割合
	人・％
	人・％
	人・％

	1,860時間超の人数・割合
	人・％
	人・％
	人・％


（２）労務管理・健康管理

【労働時間管理方法】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


【宿日直許可の有無を踏まえた時間管理】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


【医師の研鑚の労働時間該当性を明確化するための手続等】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


【労使の話し合い、36協定の締結】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


【衛生委員会、産業医等の活用、面接指導の実施体制】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


【追加的健康確保措置の実施】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


（３）意識改革・啓発
【管理者マネジメント研修】
	前年度の取組実績
	

	当年度の取組目標
	

	計画期間中の取組目標
	


（４）策定プロセス　
　　○○
２．労働時間短縮に向けた取組（項目ごとに任意の取組を記載）
（１）タスク・シフト／シェア
　○○

	計画策定時点での取組実績
	

	計画期間中の取組目標
	


（２）医師の業務の見直し
	計画策定時点での取組実績
	

	計画期間中の取組目標
	


（３）その他の勤務環境改善
	計画策定時点での取組実績
	

	計画期間中の取組目標
	


（４）副業・兼業を行う医師の労働時間の管理

	計画策定時点での取組実績
	

	計画期間中の取組目標
	


別紙３－２（様式第１号関係）
派遣医療機関記入様式
年　　月　　日
派遣医療機関名・診療科名

代表者名



　令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業により派遣する下記の医師については、当院当診療科の所属であることを証明いたします。
記

１　令和　年度の派遣医師
	派遣受入医療機関名
	派遣医師の氏名
	医籍登録年月
	派遣期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第３号（第９条関係）
　　　　年　　月　　日

（補助事業者）　　　　　　　様
　　　　　　　　埼玉県知事　
令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金交付決定（不交付決定）通知書
令和　年　月　日付け　第　号で申請のあった標記補助金については、同交付要綱第９条の規定により、下記のとおり交付（不交付）することに決定したので通知します。
記


補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　　円
様式第４号（第１０条関係）

　　　　年　　月　　日

（補助事業者）　様
　　　　　　　　埼玉県知事　
令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金変更（中止・廃止）承認通知書
年　月　日付けで申請のあった変更（中止・廃止）承認申請については、下記のとおり承認したので、同交付要綱第１０条の規定により通知します。
記
１　変更（中止・廃止）の内容
２　補助金交付決定額　
変更前の補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　　円
変更後の補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　　円
様式第５号（第１２条関係）
　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　　　　　　　様
補助事業者

住　所


代表者名

令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金交付請求書
年　月　日付け医人第　号で額の決定（確定）のあった埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業補助金を、同交付要綱１２条の規定により下記のとおり請求します。
記


補助金交付請求額　　金　　　　　　　　　　　　円
様式第６号（第１３条関係）
　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　　　　　　　様
補助事業者

住　所


代表者名

令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金実績報告書
年　月　日付け医人第　号で交付決定のあった補助事業について、同交付要綱第１３条の規定により、下記により関係書類を添えて報告します。
記
１　派遣医療機関における事業実績書（別紙３－１）
２　その他根拠となる資料（雇用契約書、兼業届等）
様式第７号（第１４条関係）
　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　　　　　　　様
補助事業者

住　所


代表者名

令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
交付額確定通知書
年　月　日付け医人第　号で実績報告のあった標記補助金については、同交付要綱第１４条の規定により、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。
記
補助金の確定額　金　　　　　　　　　　　　円
様式第８号（第６条関係）
　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　　　　　　　様
補助事業者

住　所


代表者名

令和　年度埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
補助金変更（中止・廃止）承認申請書
年　月　日付け医人第　号で交付決定のあった埼玉県勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業を下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、同交付要綱第６条の規定に基づき、申請します。
記
１　変更（中止・廃止）理由
２　変更前計画
３　変更後計画

４　添付資料
　（１）
　（２）
　（３）
　（４）

様式第９号
令和　年度勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業補助金調書
	
	県
	地方公共団体
	

	
	歳出予算
科　目
	交付決
定の額
	補
助
率
	歳　　　　　　　　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
	備　　　　考

	
	
	
	
	科　　目
	予算現額
	収入済額
	科　　目
	予算現額
	うち県費補助
金相当額
	支出済額
	うち県費補助
金相当額
	

	
	（款）
衛生費
（項）
医薬費
（目）
医薬総務費
（節）
負担金、
補助金及び
交付金
（説明）
医師確保対策費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　１　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれ記入すること。
　２　「予算現額」は歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額の区分を　明らかにして記入すること。

様式第１０号（第１６条関係）
暴力団排除に関する誓約事項
  当事業者は、助成金の交付を受けるに当たって、また、助成事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成23 年埼玉県条例第39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
（５）助成事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
（６）助成事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められるとき。
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
